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第7回フォーラムのテーマ
「市町村合併とは何か？」
　　～市町村（地方自治体）とは？自治とは？行政とは？住民とは？～

ご報告

　長野県北安曇地方事務所から総務課事務主幹企画振興係長伊藤敦さんを招き、長野
県市町村「自律」支援プランと「未来への提言」コモンズからはじまる信州ルネッサ
ンス革命についての話をいただいた後、限られた時間での真剣な論議をいたしました。

開催日時：� 4月19日（月）／19：00～21：00
場　　所：� ふれあいセンター2F　「老人憩い室」
参加人数：� 5名（白馬村5名）

2004年4月19日
白馬村民フォーラム
　　代表　渡邊俊夫

※今までの提言は、村長を始めとして関係各所に対して行ってきましたが、
　今回の提言は白馬村に住む全ての人にお伝えしたいと思います。

■ 合併すれば大丈夫、ですか？

　「合併か」「自立か」を問うことは果たして正しい設問であろうか。合併すれば自律しなくて
も良い、即ち、何かにすがって自治体を運営し続けることができるのであろうか。また、そもそ
も、この問題は自治体（行政）が決めるものなのか。自治体とは、住民のためにあるものであり、
住民自体がこの問いについて真剣に答える必要がある。

■ 地域が“地域らしくある”ということこそ大事

　地域にとって「大切なもの」は何かを常に自らに問い、その「大切なもの」を維持するために
はどのようにするべきかを考え、そして行動することが地域に住まう者に求められる。自治体
（行政）とは「大切なもの」の共通認識を持ち合わせる住民の活動を支援するために形成される。

■ 地域が自ら考え行動する、国はこれを支援する

　これは、平成15年12月、内閣に設置された地域再生本部決定の「地域再生促進のための基本指
針」が求める地域再生の基本的な考え方である。
　平成12年4月より施行された地方分権一括法は、それまで上下関係にあった国と地方自治体の関
係を変え、また役割分担を明確にした。地方自治体は国の出先機関ではなく、「通達」といった
国の関与もなくなり、国から都道府県、都道府県から市町村への権限移譲を行うとした。即ち、
国も都道府県も市町村も対等であり、補完し合うものとしました。総じて市町村の権限も拡充さ
れましたが、それは地域の住民こそ自律に向けて先に立って行かねばならないとしています。今
こそ、住民自身の自覚こそもっとも大事なのです。

開催要項

地域の未来に向け、スポーツのあり方を経済や人材育成の面から考
えてみましょう。例えば、スキージャンプ台は村・地域にとって経
済的・スポーツ文化的に何をもたらすのかか？　等々、考えていき
たいと思います。

人が集えるセンター的な場所が必要ではないでしょうか？みんなで考えましょう！

ホームページ http://www.tagayasu.com/hakuba-f/

今後のテーマ予定
・第9回テーマ「中心街・商店街を考える～集い・賑わい・触合い」を予定�8月23日（月）

・第10回以降のテーマ　募集中！！（子育て、等）10月18日（偶数月第3月曜日開催）

～提言～
「スポーツと地域経済」

開催日：� 6月21日（月）
日時：� 19：00～21：00
場所：� ふれあいセンター2F　「老人憩い室」（白馬村役場東側）

参加資格：�テーマに興味が有る方ならどなたでも、年齢・性別・在住地
� ・国籍等に関わらず参加できます。（但し、日本語のみでのフォーラムです）

参加定員：�資料配布の都合により、参加希望者はできるだけ事前に
� ご連絡お願い致します。（当日参加可能）

参加費：� 300円（資料作成費等の経費に充てています）
� フォーラム開催日以前に、詳しい資料をご覧になりたい方は、
� ホームページをご覧頂くか、ご連絡下さい。

今回のみ
1週ずれます

今回、村が行った「合併意向調査」のアンケートを踏まえて
「法定合併協議会」に移行したとしても、合併が決まった分けではありません。
「合併する」「しない」に関わらず、多くの問題を解決しなければなりません。
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提言の補足



1 散歩（ぶらぶら歩き） 34.2% 散歩（ぶらぶら歩き） 32.5% 散歩（ぶらぶら歩き） 28.5% 散歩（ぶらぶら歩き） 33.5% 散歩（ぶらぶら歩き） 32.2% 散歩（ぶらぶら歩き） 24.8%

2 ボウリング 28.3% ボウリング 21.5% 体操(軽い体操､ラジオ体操など) 18.1% ウォーキング 23.2% ウォーキング 23.6% 体操(軽い体操､ラジオ体操など) 12.1%

3 筋力トレーニング 18.8% 体操(軽い体操､ラジオ体操など) 20.9% ボウリング 16.9% ゴルフ(コース) 15.7% 体操(軽い体操､ラジオ体操など) 16.6% ウォーキング 11.4%

4 スノーボード 17.4% 海水浴 16.8% ウォーキング 15.4% 体操(軽い体操､ラジオ体操など) 15.5% ハイキング 7.5% グラウンドゴルフ 8.6%

5 海水浴 15.8% キャッチボール 15.4% ゴルフ(コース) 12.6% ボウリング 14.1% ゴルフ(コース) 6.5% ゲートボール 7.6%

6 体操(軽い体操､ラジオ体操など) 13.3% 水泳 14.6% 釣り 11.6% ゴルフ(練習場) 13.2% グラウンドゴルフ 6.5% 水泳 3.2%

7 水泳 13.0% ウォーキング 13.8% 水泳 11.3% ハイキング 8.9%登山 6.5% 釣り 3.2%

8 スキー 11.7% 釣り 13.8% キャッチボール 11.3% 登山 7.1%水泳 6.2% サイクリング 3.2%

順位 代 (n=385) 70歳代 (n=315)20歳代 (n=368) 30歳代 (n= 60歳363) 40歳代 (n=397) 50歳代 (n=439)

体操(軽い体操､ラジオ体操など※小さな文字（　　　　　　　　）は…「体操軽い体操、ラジオ体操など」です

注）成人人口：100,649,429 人（13 年 3 月 31 日現在、住民基本台帳人口より） 

順位 全体 実施希望率 潜在人口 男性 実施希望率 女性 実施希望率

（n=1126) （％） （万人） （n=542） （％） （n=584） （％）

1 水泳 23.7 2387 ゴルフ(コース) 29.5 水泳 30.8

2 ゴルフ(コース) 19.1 1922 野球 17.5 ウォーキング 20.2

3 ウォーキング 17.5 1761 水泳 16.1 テニス(硬式テニス） 18.8

4 テニス(硬式テニス） 16.3 1645 ウォーキング 14.6 バドミントン 11.5

5 野球 8.8 885 テニス(硬式テニス） 13.7 エアロビックダンス 10.4

6 スキー 7.9 796 サッカー 12.4 ゴルフ(コース) 9.4

6 卓球 7.9 796 釣り 10.7 卓球 9.2

8 バドミントン 7.1 715 スキー 9.8 バレーボール 8.6

9 ボウリング 6.7 670 ソフトボール 8.3 アクアエクササイズ 7.2

10 サッカー 6.4 644 ボウリング 7.6 体操（軽い体操・ラジオ体操など） 7.0

11 バレーボール 6.3 635 サイクリング 6.3 スキー 6.2

12 エアロビックダンス 5.9 590 ジョギング・マラソン 6.3 ボウリング 5.8

13 釣り 5.8 581 スノーボード 6.1 太極拳 4.8

14 スノーボード 4.9 492 登山 6.1 ヨーガ 4.5

15 ソフトボール 4.8 483 卓球 5.5 ジョギング・マラソン 3.9

15 体操（軽い体操・ラジオ体操など） 4.8 483 ハイキング 4.6 スノーボード 3.8

17 登山 4.7 474 筋力トレーニング 4.1 バスケットボール 3.8

18 ジョギング・マラソン 4.6 465 バレーボール 3.9 ハイキング 3.6

19 ハイキング 4.1 411 スクーバダイビング 3.5 筋力トレーニング 3.4

20 アクアエクササイズ 4.0 402 バスケットボール 3.3 登山 3.4

20 サイクリング 4.0 402 ロードレース 3.1 グラウンドゴルフ 2.9

22 バスケットボール 3.6 358 グラウンドゴルフ 3.0 社交ダンス 2.9

SSFスポーツライフに関する調査2002より

本紙は、森のリサイクルと紙のリサイクルを考えて作られたASKULハイブリットペーパーを使用しています。

基礎資料第6回
テーマ：

スポーツを取り巻く環境

スポーツ施設の収支

スポーツへのニーズ

詳細資料・データ公開・リンク集
　 http://www.tagayasu.com/hakuba-f/

フォーラム当日資料より一部紹介

　戦後復興期から高度経済成長期まで、
両村とも人口は下降し続けているが、
世帯数の変化が少ないので、子供達
が仕事を求め都市部へ移転したのが
主な要因だと思われる。
　しかし、1970年から、白馬村は人
口増加に転じ、小谷村はそのまま下
降し続け、世帯数までも現象傾向に
ある。白馬の人口増加は、ペンショ
ンブーム等で、IターンやUターンし
た人々の社会増（移転）に伴ったも
のだと思われる。
　特筆すべきことは、1965年頃まで、
人口も世帯数も小谷村が白馬より多かっ
たということである。
　このことから、産業基盤をつくる
ことによって人口の増加あるいは維
持がなされることが分かる。

■人口から見た合併問題

　行政の広域化と効率化は、その地
域の人々のくらしや営み、文化の維持・
発展は必ずしも一致しないのではな
いか。
　たとえ、合併で国が推奨する1万人
以上の人口となったとしても、真に
自立した自治体にならない限り、過
疎地域はさらに過疎になり荒廃して
行くのではないか。

　日本有数のスキー場を有し、98年
に長野冬季オリンピクを開催した白
馬は、ウインタースポーツと地域経
済は切ってもきれない関係にあります。
また冬以外も、登山をはじめウオー
キング、マウンテンバイク、ラフティ
ング、パラグライダー等々、多くの
アクティビティ（旅行先での遊び）
やスポーツイベントを開催し、地域
の経済活動の一役を大きく担ってい
ます。

「スポーツと地域経済」

■今後行ってみたい運動・スポーツ種目一覧（全体、性別）

■種目別運動・スポーツ実施率（年代別）
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スポーツイベント

■アクティビティー

スポーツ施設

白馬全てのフィールド
（山岳、平地、河川等）

地域活性化対策としてスポーツイベントを
開催している市町村は91.2%。
その目的は、
・道路・公園などのインフラ整備の促進
・国内外交流の促進
・住民の地域に対する意識の高揚
・知名度・イメージの高まり等

スキー大会、スキージャンプ大会、スノー
ボード大会、

スキー場経営、索道、スキー・スノーボー
ドスクール、バックカントリースキーガイ
ド及びインストラクター、
登山ガイド、各アウトドアスポーツインス
トラクター及びガイド

「スポーツを核とした地域活性化に関する調査」
（国土庁都市整備局　1995）

資料：白馬村民フォーラム調べ
（白馬村スポーツ事業課データ）

■スキージャンプ競技場の収支 （平成15年）

0 2000 4000 6000 8000 10000（万円）

年間維持管理費

使用料収入

白馬村
：840万9000円

9003.9万円 9,844万8000円

7,150万円（全て県の収入）

●総工費●
全体� 86億円

※県、村で分担

■クロスカントリー競技場（スノーハープ）の収支（平成15年）

0 500 1000 1500 2000 2500 3000（万円）

年間維持管理費

使用料収入

2,700万6000円

200万円

●総工費●
全体� 70億円

※県、村で分担

フォーラム当日、さら
に詳しい資料をお知ら
せいたします
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　登山ガイドやスキーインストラクターな
ど、スポーツの楽しみや技術を旅行者に教
えるプログラム。（本来は文化的なものも含む）
　スキー・スノーボードスクールをはじめ、
ラフティング、MTB、パラグライダー等
のスクール＆ガイド事業社が30社程度村内
にある。

■イベント
　スキー・ジャンプ・スノーボードの国際
大会から国内競技会。グリーンシーズンの
スポーツイベントも多数開催されている。

　経済効果（テレビ放映権やスポンサー費、
イベント参加・関係者の宿泊費、飲食費、
移動費等）と、社会文化効果（スポーツ振
興や市民レベルの国際交流、人材育成と
ヒューマンネットワークの広がり、スポー
ツ文化の育成）がある。（「生涯スポーツとイ
ベントの社会学」／山口泰雄著／創文企画　1996）
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